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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 
第41期

第３四半期連結 
累計期間 

第41期
第３四半期連結 

会計期間 
第40期 

会計期間 
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日 

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日 

自平成19年４月１日 
至平成20年３月31日 

売上高（千円）    3,400,082  662,898  4,012,487

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
   △47,509    △208,659  108,946

四半期（当期）純利益又は純損

失（△）（千円） 
   △117,468    △279,075  △408,487

純資産額（千円）  －    1,703,363  2,055,156

総資産額（千円）  －    3,598,700  4,996,909

１株当たり純資産額（円）  －  323.87  389.11

１株当たり四半期（当期）純利

益又は純損失金額（△）（円） 
 △22.33  △53.06  △76.22

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  －  47.3  40.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 35,447  －  △135,813

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,860  －  △110,803

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 3,606  －  △121,041

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －    637,732  601,214

従業員数（人）  －  160  169
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 平成20年12月12日の取締役会議において、当社の連結子会社である株式会社多摩川電子は、韓国に現地法人を開設

することを決議しております。開設は平成21年2月の予定です。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期連結

会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 160  (8)

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 13   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

    (1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

電子・通信用機器事業（千円）  635,867

レーザー機器事業（千円）  66,679

合計（千円）  702,547

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結
会計期間受注高 

（千円） 

当第３四半期連結
会計期間受注残高 

（千円） 

電子・通信用機器事業（千円）   795,896  600,688

レーザー機器事業（千円）  37,415  140,131

合計  833,312  740,820

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

電子・通信用機器事業（千円）  636,561

レーザー機器事業（千円）  26,337

合計（千円）  662,898

相手先 
当第３四半期連結会計期間

金額（千円） 割合(％)

富士通㈱   133,182  20.1

パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱  103,440  15.6
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1）経営成績の分析 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国金融市場の混乱に端を発した実体経済の悪化が全世界に

波及し、急速な円高も伴って、国内の多くの業種で不透明感が増しました。また、企業の生産計画見直し等による

雇用調整が社会問題化するなど、急速な景況感の悪化につながりました。当社グループの関連する電子・通信用機

器やHDD等への設備投資においても影響が懸念される状況にあります。 

 このような経済状況のもと、当社グループの主要な事業である電子・通信用機器の事業分野につきましては、携

帯電話基地局関連の部品需要が、弱含みとなりましたが、次世代携帯電話のインフラに係る製品開発依頼の引合い

が入るなど、明るい兆しも出てきています。地上波デジタル放送関連機器や防衛関連機器につきましては安定的な

需要がありました。 

 レーザー機器につきましては、主要顧客が、米国をはじめとした世界景気の低迷の影響を受けて設備投資を手控

えたことから、販売は低迷しました。  

 当社グループといたしましては、収益重視の観点のもとに営業・生産活動を行い、この結果、当第３四半期連結

会計期間における受注高は833百万円、売上高は 百万円となりましたが、景気の悪化に伴い、営業利益は 百

万円、経常利益は 百万円となりました。四半期純利益につきましては、 百万円となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①電子・通信用機器事業 

 当第３四半期連結会計期間におきましては、フィルターなど携帯電話基地局関連の部品が、需要及び価格の低

下に伴い、受注が減少し、売上高は636百万円となりました。一方、デジタル防災関連やWIMAX等の新たなインフ

ラの立ち上げ等明るい兆しも出てきています。 

 売上原価、販売費及び一般管理費につきましてはそれぞれ、525百万円、206百万円となっており、営業利益は

△95百万円です。 

 ②レーザー機器事業 

 レーザー機器事業の売上高につきましては、26百万円となっております。主な販売先は国内及びアジア諸国の

顧客向けであり、製品別ではレーザーインデックスマーキング（LIM)及び消耗部品となっております。 

売上原価、販売費及び一般管理費につきましてはそれぞれ、78百万円、98百万円となっており、営業利益は△150

百万円です。 

 ③その他事業 

 その他事業の売上高につきましては、105百万円となっております。主な内容は、子会社に対する経営指導料で

あります。営業利益は32百万円となっております。 

  

 所在地別セグメントの状況につきましては、事業の種類別セグメントの電子・通信用機器事業が「日本」、レー

ザー機器事業は「シンガポール」となっておりますが、レーザー機器の一部につきましては、日本国内にて販売を

行っております。 

  

 なお、当社は、前年第３四半期より連結財務諸表を作成しておりますが、前年第３四半期は、国内当社グループ

の連結財務諸表に、海外子会社グループの取得日である平成19年10月１日の貸借対照表のみを連結する形式で作成

しているため前年第３四半期との比較を行っておりません。 

  

662 △214

△208 △279
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(2）財政状態の分析 

（総資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,398百万円減少し、 百万円とな

りました。 

 これは主に、仕掛品及び製品在庫の減少、及び海外子会社で計上している無形固定資産について、親子会社間の

会計処理の統一のため、国際会計基準から我が国の会計基準を適用することとなった結果によるものであります。 

  

（負債） 

 当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ1,046百万円減少し、 百万円となり

ました。 

 これは主に、買掛債務の減少を中心とした流動負債の減少によるものであります。 

  

（純資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における純資産の部は、前連結会計年度末に比べ351百万円減少し、 百万円と

なりました。 

 これは主に、前述の無形固定資産について国際会計基準から我が国の会計基準に修正をおこなった結果、対応す

る株主資本の控除を行った結果によるものであります。 

   

(3）キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、 百万円となり、前連結

会計年度末と比較して36百万円の増加となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は、113百万円となりました。 

 これは主に、売上債権の減少によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は、70百万円となりました。 

 これは主に、有価証券の取得によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は、114百万円となりました。 

 これは主に、短期借入金の増加によるものであります。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な事項はあ

りません。 

  

(5）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、47百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

3,598

1,895

1,703

637
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第３【設備の状況】 

(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

   

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  21,840,000

計  21,840,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  5,461,000  5,461,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は1,000株であ

ります。 

計  5,461,000  5,461,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年10月１日～

平成20年12月31日 
 －  5,461,000  －  1,029,413  －  1,023,804

（５）【大株主の状況】 

  当第３四半期会計期間において、ゲインセイアセッツマネジメントリミテッドから平成20年12月22日付で関

東財務局に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年12月19日現在で1,437千株を保有して

いる旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確

認ができません。 

 なお、ゲインセイアセッツマネジメントリミテッドの大量保有報告書（変更報告書）の写しの内容は、以下

のとおりであります。 

  

大量保有者     ゲインセイアセッツマネジメントリミテッド 
  
住所             P. O .Box 957, Offshore Incorporation Centre Road Town, Tortola, British  

Virgin Island 
  
保有株券等の数  株式 1,437,000株 
  
株券等保有割合  26.31％ 

   

7/23



 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  －  － － 

議決権制限株式（自己株式等）  －  － － 

議決権制限株式（その他）  －  － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   201,000  － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他）  普通株式  5,257,000  5,257

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。 

単元未満株式 普通株式        3,000  － － 

発行済株式総数  5,461,000  － － 

総株主の議決権  －  5,257 － 

  平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社多摩川ホールデ

ィングス  

神奈川県綾瀬市上土

棚中3-11-23 
 201,000  －  201,000  3.68

計 －  201,000  －  201,000  3.68

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  176  215  178  172  140  121  121  138  133

最低（円）  143  175  153  134  100  102  88  110  112

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 742,573 706,022

受取手形及び売掛金 1,298,509 2,045,880

有価証券 － 255,820

製品 118,509 157,671

原材料 121,074 72,851

仕掛品 266,316 349,552

その他 53,340 134,092

流動資産合計 2,600,324 3,721,890

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※  496,249 ※  494,103

減価償却累計額 △331,340 △320,067

建物及び構築物（純額） 164,909 174,035

工具、器具及び備品 ※  1,072,119 ※  1,245,327

減価償却累計額 △795,824 △787,583

工具、器具及び備品（純額） 276,295 457,743

機械装置及び運搬具 86,436 60,417

減価償却累計額 △50,220 △34,685

機械装置及び運搬具（純額） 36,216 25,732

土地 ※  197,903 ※  197,903

有形固定資産合計 675,324 855,415

無形固定資産   

ソフトウエア 27,092 29,620

その他 22,121 293,333

無形固定資産合計 49,214 322,953

投資その他の資産   

投資有価証券 ※  258,227 ※  89,690

その他 24,414 15,563

貸倒引当金 △8,804 △8,604

投資その他の資産合計 273,837 96,649

固定資産合計 998,376 1,275,019

資産合計 3,598,700 4,996,909
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 613,385 1,300,515

短期借入金 ※  277,205 －

1年内返済予定の長期借入金 ※  183,060 ※  270,018

1年内償還予定の社債 133,600 133,600

未払金 ※  182,114 ※  252,626

未払法人税等 1,811 70,700

賞与引当金 13,788 26,119

その他 44,779 239,024

流動負債合計 1,449,745 2,292,604

固定負債   

社債 182,900 266,400

長期借入金 ※  112,945 ※  173,947

繰延税金負債 2,591 8,485

退職給付引当金 68,032 69,153

その他 ※  79,121 ※  131,162

固定負債合計 445,591 649,149

負債合計 1,895,336 2,941,753

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,029,413 1,029,413

資本剰余金 1,023,804 1,196,022

利益剰余金 △328,759 △119,247

自己株式 △59,987 △59,924

株主資本合計 1,664,469 2,046,263

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,444 △231

為替換算調整勘定 35,449 638

少数株主持分 － 8,486

純資産合計 1,703,363 2,055,156

負債純資産合計 3,598,700 4,996,909
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 3,400,082

売上原価 2,630,360

売上総利益 769,721

販売費及び一般管理費 ※  801,471

営業利益 △31,749

営業外収益  

受取利息 1,480

受取配当金 21,923

その他 7,534

営業外収益合計 30,939

営業外費用  

支払利息 38,903

為替差損 7,795

営業外費用合計 46,698

経常利益 △47,509

特別利益  

固定資産売却益 4,008

特別利益合計 4,008

特別損失  

固定資産除売却損 3,336

投資有価証券評価損 30,585

のれん償却額 36,449

その他 200

特別損失合計 70,570

税金等調整前四半期純利益 △114,071

法人税、住民税及び事業税 5,001

法人税等合計 5,001

少数株主損失（△） △1,604

四半期純利益 △117,468
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 662,898

売上原価 604,325

売上総利益 58,572

販売費及び一般管理費 ※  273,035

営業損失（△） △214,462

営業外収益  

受取利息 578

受取配当金 4,988

為替差益 6,716

その他 6,857

営業外収益合計 19,140

営業外費用  

支払利息 13,337

営業外費用合計 13,337

経常損失（△） △208,659

特別損失  

投資有価証券評価損 30,585

のれん償却額 36,449

特別損失合計 67,034

税金等調整前四半期純損失（△） △275,693

法人税、住民税及び事業税 3,381

法人税等合計 3,381

四半期純損失（△） △279,075
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △114,071

減価償却費 136,515

のれん償却額 36,449

受取利息及び受取配当金 △23,404

支払利息 38,903

為替差損益（△は益） 7,795

投資有価証券評価損益（△は益） 30,585

売上債権の増減額（△は増加） 645,636

たな卸資産の増減額（△は増加） 64,021

仕入債務の増減額（△は減少） △598,428

その他 △113,000

小計 111,001

利息及び配当金の受取額 22,084

利息の支払額 △39,277

法人税等の支払額 △58,361

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,447

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 10,335

定期預金の預入による支出 △10,368

有価証券の売却による収入 255,820

有価証券の取得による支出 △201,339

有形固定資産の売却による収入 58,542

有形固定資産の取得による支出 △64,313

子会社株式の取得による支出 △36,449

その他 △14,087

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,860

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 266,916

長期借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △233,896

社債の償還による支出 △83,500

リース債務の返済による支出 △45,851

その他 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,606

現金及び現金同等物に係る換算差額 △675

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 36,517

現金及び現金同等物の期首残高 601,214

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  637,732
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

 該当事項はありません。 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

「連結財務諸表作成における在外子会社の

会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号 平成18年５月17日）を適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。 

 これにより、損益に与える影響はありま

せん。 

【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．棚卸資産の棚卸高の算定

方法 

 当第３四半期連結累計期間末の棚卸高の

算出につきましては、一部実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎

として合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

 また、棚卸資産の簿価切り下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積もり、簿価切り下

げを行う方法によっております。 

２．定率法を採用している減

価償却資産の減価償却方

法 

 当連結会計年度にかかる減価償却費の額

を期間按分する方法により当第３四半期連

結累計期間の減価償却費を計算しておりま

す。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 ※．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 (1）担保に供されている資産 

建物 108,032千円 

土地 196,003千円 

工具器具備品 124,471千円

投資有価証券 3,843千円

計 432,350千円 

建物 114,283千円 

土地 196,003千円 

工具器具備品 219,643千円

投資有価証券 11,268千円

計 541,198千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

未払金 

短期借入金 

37,523

30,000

千円 

千円 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

296,005千円 

長期未払金 73,798千円 

計 437,327千円 

未払金 93,539千円 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

434,108千円 

長期未払金 131,162千円 

計 658,810千円 

（四半期連結損益計算書関係） 

  

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料・賞与 248,574千円 

支払手数料 94,375千円 

減価償却費 22,880千円 

研究開発費 133,797千円 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料・賞与 83,713千円 

支払手数料 33,716千円 

減価償却費 4,825千円 

研究開発費 47,154千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

  

現金及び預金勘定  742,573 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △104,841 千円

現金及び現金同等物 637,732 千円

（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

５. 株主資本の金額に前連結会計年度に比べて著しい変動がある場合 

 当第３四半期連結累計期間において、海外子会社で計上している無形固定資産について、親子会社間の

会計処理の統一のため国際会計基準から我が国の会計基準を適用するのに伴い、利益剰余金及び少数株主

持分を減少させております。 

 なお、当該減少させた利益剰余金の金額は264,262千円、少数株主持分の金額は11,118千円でありま

す。 

  

普通株式 株 5,461,000

普通株式  株 201,648
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）事業区分の方法 

 事業は、製品の種類・用途により区分しております。 

  

  
電子・通信用
機器事業 
（千円） 

レーザー機器
事業 

（千円） 

その他
事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  636,561  26,337  －  662,898  －  662,898

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  105,000  105,000  (105,000)  －

計  636,561  26,337  105,000  767,898  (105,000)  662,898

営業利益又は営業損失（△）  △95,938  △150,695  32,172  △214,462  －  △214,462

  
電子・通信用
機器事業 
（千円） 

レーザー機器
事業 

（千円） 

その他
事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  2,555,855  844,226  －  3,400,082  －  3,400,082

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  315,000  315,000  (315,000)  －

計  2,555,855  844,226  315,000  3,715,082  (315,000)  3,400,082

営業利益又は営業損失（△）  △106,307  △34,066  108,624  △31,749  －  △31,749
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

   

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

  
日本

（千円） 
シンガポール
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  639,806  23,091  662,898  －  662,898

(2）
セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  38,894  38,894  (38,894)  －

  計  639,806  61,986  701,793  (38,894)  662,898

 営業損失  △57,904  △156,557  △214,462  －  △214,462

  
日本

（千円） 
シンガポール
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,784,528  615,553  3,400,082  －  3,400,082

(2）
セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  190,392  190,392  (190,392)  －

  計  2,784,528  805,945  3,590,474  (190,392)  3,400,082

 営業利益又は営業損失（△）  21,687  △53,437  △31,749  －  △31,749

【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  
当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  

  東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  23,091  10,015  33,107

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  662,898

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 3.5  1.5  5.0

  東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  615,553  10,015  625,569

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  3,400,082

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 18.1  0.3  18.4
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当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注）１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２．その他有価証券で時価のあるものの減損処理については、当第３四半期会計期間において投資有価証券評価

損30,585千円を計上しております。 

なお、減損処理にあたっては、四半期末における時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合、「著しく

下落した」ものと判断し減損処理を行っております。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（有価証券関係） 

  取得原価（千円）
四半期連結貸借対照
表計上額（千円） 

差額（千円）

(1）株式  27,945  33,982  6,036

(2）債券  24,245  24,245  －

合計  52,190  58,227  6,036

（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額  

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則 附則 第２条第５項の規定により、重要性が乏し

いため、記載しておりません。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額  323.87 円 １株当たり純資産額  389.11 円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額  22.33 円 １株当たり四半期純損失金額  53.06 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（千円）  117,468  279,075

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  117,468  279,075

期中平均株式数（株）  5,259,590  5,259,352

（重要な後発事象） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。  

（リース取引関係） 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

  

21/23



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月10日

株式会社多摩川ホールディングス 

取締役会 御中 

ＫＤＡ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 毛利  優  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 関本  享  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社多摩川

ホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10

月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社多摩川ホールディングス及び連結子会社の平成20年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。   

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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